
資料5－1

公的職業訓練の実施状況及び新規求職者数と
公的職業訓練受講者の状況について
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公共職業訓練（離職者訓練）の実施状況

○ 平成29年度は約10.3万人、平成30年度は約9.8万人、令和元年度は約10.4万人、令和２年度
は11月までで約7.3万人が公共職業訓練を受講している。

○ 就職率については、施設内訓練は現時点で事業目標を上回っている。委託訓練についても、
事業目標の達成に向け引き続き取り組む。

訓練計画数（予算上） 訓練定員 受講者数 充足率 就職率

平成２９年度

合計 155,151 105,695 102,864 80.9% －
施設内訓練 25,500 25,500 27,081 83.3% 87.9%
委託訓練 129,651 80,195 75,783 80.1% 75.5%

平成３０年度

合計 163,942 103,695 97,599 79.2% －
施設内訓練 25,000 25,021 26,350 82.5% 87.5%
委託訓練 138,942 78,674 71,249 78.1% 75.7%

令和元年度

合計 160,686 99,635 95,782 80.5% －

施設内訓練 23,500 23,486 25,933 86.4% 85.5%
委託訓練 137,186 76,149 69,849 78.7% 73.0%

令和２年度

合計 158,164 71,247 73,105 81.3% －
施設内訓練 23,000 14,816 18,882 90.1% 82.5%
委託訓練 135,164 56,431 54,223 79.0% 66.1%

令和３年度

合計 159,287 － － － －
施設内訓練 24,000 － － － －
委託訓練 135,287 － － － －

※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度入校者数の合計。

※ 令和２年度の実績は、令和２年11月末までの速報値であること。また、施設内訓練の就職実績は令和２年8月末まで、委託訓練の

就職実績は令和２年7月末までに修了したコースの３ヶ月後の速報値であること。

※ 都道府県が自治事務として行う施設内訓練及び都道府県費による委託訓練の実績を除く。

※ 充足率は、受講者数のうち当該年度入校者数を訓練定員で除して算出する。

（参考）平成28年度までの事業目標：就職率 〔施設内訓練〕80％ 〔委託訓練〕70％

平成29年度以降の事業目標：就職率 〔施設内訓練〕80％ 〔委託訓練〕75％
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○ 平成26年度は約5.5万人、平成27年度は約4.1万人、平成28年度は約3.2万人、平成29年度は約2.7万人、平成30年度は約2.3
万人、令和元年度は約2.1万人、令和２年度は約1.7万人（令和２年12月開講分まで）が求職者支援訓練の受講を開始した。
○ 就職率については、平成26年度は事業目標を若干下回ったが、平成27年度以降については、事業目標を上回って
いる。令和２年度については、令和２年４月までに終了した訓練の就職状況であり、今後の推移を見る必要がある。

求職者支援訓練の実施状況

※１ 受講者数については、当該年度中に開始したコースについて集計

※２ 平成26年度の就職率：平成26年度中に開始し、終了したコースの訓練修了３か月後までの就職状況

※３ 平成27年度から令和元年度の就職率：当年度中に終了したコースの訓練修了３か月までの就職状況

※４ 令和２年度の認定定員及び受講者数は12月開講分までの実績。就職率は令和２年４月に終了した訓練の就職状況(令和２年１2月23日時点)

（参考）平成26年度から令和元年度の事業目標 ： 雇用保険適用就職率〔基礎コース〕55％ 〔実践コース〕60％

令和２年度の事業目標 ： 雇用保険適用就職率〔基礎コース〕58％ 〔実践コース〕63％

予算上の定員 開講率 開講コースの

（認定上限値） （中止率） 充足率

77,000 83.0% 基礎：53.0%

(118,500) (17.0%) 実践：57.6%

54,000 81.9% 基礎：56.4%

(83,080) (18.1%) 実践：60.9%

53,454 77.3% 基礎：58.9%

(82,220) (22.7%) 実践：63.8%

39,654 76.9% 基礎：58.0%

(63,950) (23.1%) 実践：65.0%

36,407 79.3% 基礎：59.6%

(63,870) (20.7%) 実践：63.9%

29,964 78.5% 基礎：56.5%

(53,500) (21.5%) 実践：62.4%

50,000 81.3% 基礎：46.8%

(70,630) (18.7%) 実践：57.2%

50,582

(70,112)

62.0%

32,306 57.2%

平成27年度 79,394 40,587

認定定員
受講者数

（※１）

平成26年度 104,974 55,002

61,594 26,822 56.0%

58.2%21,02045,489

―

令和２年度
（※４）

31,373 16,926 65.8%

令和元年度

就職率
（※２・３）

平成30年度 51,336 23,384 56.9%

令和３年度 ― ― ― ―

61.7%

平成28年度 72,427

平成29年度
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公共職業訓練（在職者訓練）の実施状況

○ 平成28年度は約6.1万人、平成29年度は約6.5万人、平成30年度は約７万人、令和元年度は約７
万人、令和２年度は令和２年11月末までで約3.1万人が在職者訓練を受講している。

訓練計画数（予算上） 訓練定員 受講者数

平成２８年度 57,000 90,421 61,005

平成２９年度 59,000 93,391 65,309

平成３０年度 62,000 98,538 70,085

令和元年度 66,000 97,614 70,460

令和２年度 66,000 51,569 31,476

令和３年度 64,000 － －

※ 令和２年度の実績は、令和２年11月末までの速報値であること。

※ 都道府県が自治事務として行う在職者訓練の実績は含まない。
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公共職業訓練（学卒者訓練）の実施状況

○ 平成29年度から令和２年度まで、毎年度約5.7千人前後が学卒者訓練を受講している。

訓練計画数（予算上） 訓練定員 在学者数 就職率

平成２９年度

合計 5,800 5,751 5,687 99.6%
専門課程 － 4,011 3,875 99.4%
応用課程 － 1,680 1,751 99.8%
普通課程 － 60 61 100.0%

平成３０年度

合計 5,800 5,754 5,723 99.7%
専門課程 － 4,004 3,900 99.4%
応用課程 － 1,690 1,762 100.0%
普通課程 － 60 61 98.2%

令和元年度

合計 5,800 5,751 5,692 99.1%
専門課程 － 4,001 3,895 98.8%
応用課程 － 1,690 1,740 99.5%
普通課程 － 60 57 98.2%

令和２年度

合計 5,800 5,758 5,639 －
専門課程 － 4,003 3,853 －
応用課程 － 1,695 1,733 －
普通課程 － 60 53 －

令和３年度

合計 5,800 － － －
専門課程 － － － －
応用課程 － － － －
普通課程 － － － －

※ 在学者数には前年度繰越者を含む。

※ 都道府県が自治事務として行う学卒者訓練の実績は含まない。
※ 就職率は、当年度中に訓練を修了した者の１ヶ月後の就職状況。
※ 令和２年度の在学者数は、令和２年10月末現在の実績。
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公共職業訓練（障害者訓練）の実施状況

○ 平成29年度は約5.6千人、平成30年度は約５千人、令和元年度は約4.8千人が障害者職業訓練
を受講している。

訓練計画数
訓練定員 受講者数 充足率 就職率

（予算上）

平成２９年度

合計 8,510 7,492 5,560 - -

施設内訓練

小計 2,980 2,310 1,856 - -
離職者訓練 1,980 1,955 1,599 81.8% 69.2%

在職者訓練 1,000 355 257 72.4% -

委託訓練

小計 5,530 5,182 3,704 - -
離職者訓練 5,330 4,967 3,503 70.5% 49.7%

在職者訓練 200 215 201 93.5% -

平成３０年度

合計 6,980 7,399 5,023 - -

施設内訓練

小計 2,980 2,231 1,740 - -
離職者訓練 1,980 1,835 1,456 79.3% 71.1%

在職者訓練 1,000 396 284 71.7% -

委託訓練

小計 4,000 5,168 3,283 - -
離職者訓練 3,850 4,930 3,073 62.3% 52.2%

在職者訓練 150 238 210 88.2% -

令和元年度

合計 6,980 6,785 4,799 - -

施設内訓練

小計 2,980 2,318 1,734 - -
離職者訓練 1,980 1,870 1,385 74.1% 65.8%

在職者訓練 1,000 448 349 77.9% -

委託訓練

小計 4,000 4,467 3,065 - -
離職者訓練 3,850 4,232 2,863 67.7% 48.8%

在職者訓練 150 235 202 86.0% -
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公共職業訓練（障害者訓練）の実施状況

訓練計画数
訓練定員 受講者数 充足率 就職率

（予算上）

令和２年度

合計 6,830 - - - -

施設内訓練

小計 2,980 - - - -
離職者訓練 1,980 - - - -
在職者訓練 1,000 - - - -

委託訓練

合計 3,850 - - - -
離職者訓練 3,700 - - - -
在職者訓練 150 - - - -

令和３年度

合計 6,730 - - - -

施設内訓練

小計 2,930 - - - -
離職者訓練 1,980 - - - -
在職者訓練 950 - - - -

委託訓練

合計 3,800 - - - -
離職者訓練 3,650 - - - -
在職者訓練 150 - - - -

※１ 受講者数には前年度繰越者を含む。
※2 都道府県が自治事務として行っている障害者訓練は訓練計画数に計上していない（平成29年度から）。
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○ 公共職業訓練の応募倍率は１倍超、定員充足率は約８割で推移している。

新規求職者数と公共職業訓練受講者の状況

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
R2年度

（4月～11月）

1.14 1.11 1.07 1.09 1.19

82.2% 80.9% 79.2% 80.5% 81.3%

公共職業訓練

応募倍率

定員充足率
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○ 令和元年度までは求職者支援訓練の応募倍率は0.8倍未満、定員充足率は約６割であったが、
令和２年度は応募倍率が0.9倍超、定員充足率が前年度比でプラス約8ポイントの推計。

新規求職者数と求職者支援訓練受講者の状況

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
R2年度

（4月～12月）

0.71 0.69 0.70 0.73 0.92

57.2% 56.0% 56.9% 58.2% 65.8%

求職者支援訓練

応募倍率

定員充足率
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○ 新規求職者数のうち雇用保険受給者数については、６月に前年同月比で約３割増加。
特定求職者数については、６月に前年同月比で約２割増加し、10月まで毎月増加傾向であった。

新規求職者数の推移

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

新規求職者数のうち
雇用保険受給者数
【一般（パート含む）】

172,680人 127,222人 134,724人 122,542人 102,309人 105,780人 125,813人 93,921人 83,533人 1,068,524人

前年同月比（％） ▲ 1.6 0.0 28.6 1.9 ▲ 0.1 ▲ 0.6 5.7 ▲ 0.7 1.1 3.4

特定求職者数
（新規求職者数のうち
雇用保険非受給者数
【一般（パート含む）】
・在職者を除く）

219,975人 161,530人 202,883人 177,144人 154,063人 171,491人 182,654人 147,443人 139,702人 1,556,885人

前年同月比（％） ▲ 12.2 ▲ 15.9 21.7 3.8 3.2 0.2 6.4 ▲ 2.5 ▲ 2.1 ▲ 0.6

計

全国

令和２年


